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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　傾斜側壁をそれぞれ有する成形研磨粒子を含み、前記成形研磨粒子のそれぞれが、αア
ルミナを含み、厚さｔによって隔てられる第１面及び第２面を有し、
　前記成形研磨粒子が、
　前記第２面と前記傾斜側壁との間の、約９５度～約１３０度の抜き勾配角α、又は
　前記第１面と前記第２面との間の、前記厚さｔの約０．５～約２倍の半径Ｒを有する前
記傾斜側壁、のいずれかを更に含む、研磨粒子。
【請求項２】
　前記第１面及び前記第２面の外辺部が、実質的に三角形の形状を含む、請求項１に記載
の研磨粒子。
【請求項３】
　前記抜き勾配角αが、約９５度～約１２０度である、請求項２に記載の研磨粒子。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　研磨粒子、及びそれらの研磨粒子から作製される研磨物品は、製品の製造において、多
種多様な材料及び表面の、研磨、仕上げ、又は研削のために有用である。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
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【０００２】
　したがって、研磨粒子及び／又は研磨物品のコスト、性能、又は寿命を改善する必要性
が引き続き存在する。
【０００３】
　三角形の成形研磨粒子、及びそれらの三角形の成形研磨粒子を使用する研磨物品は、米
国特許第５，２０１，９１６号（Ｂｅｒｇ）、同第５，３６６，５２３号（Ｒｏｗｅｎｈ
ｏｒｓｔ）、及び同第５，９８４，９８８号（Ｂｅｒｇ）に開示されている。一実施形態
では、この研磨粒子の形状は正三角形を含む。三角形の成形研磨粒子は、優れた切削率を
有する研磨物品の製造のために有用である。
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　成形研磨粒子は、概して、無作為に破砕された研磨粒子に勝る性能を有し得る。研磨粒
子の形状を制御することによって、結果的にもたらされる研磨物品の性能を制御すること
が可能である。本発明者らは、約９５度～約１３０度の抜き勾配角を有する傾斜側壁を備
える成形研磨粒子を作製することにより、いくつかの予想外の利益が生じることを見出し
た。
【０００５】
　第１に、傾斜側壁を備える成形研磨粒子は、コーティングされた研磨物品のメイクコー
ト上に、側壁の抜き勾配角に対応する角度で安置される傾向がある。９０度以外の抜き勾
配角は、研磨布紙中の成形研磨粒子を安置させる側壁が、その抜き勾配角によって傾斜し
ているために、成形研磨粒子を、コーティングされた研磨物品中の裏材に対して、９０度
の配向を有することなく傾かせる結果をもたらすと考えられる。成形研磨粒子は、粒子を
安置させる角度付きの側壁によって、ほとんどが一方の側に倒れ込んでいるか、又は傾い
ているため、それらの粒子は、裏材に対して９０度未満の配向角を有し、それによって切
削率を高めることができる。
【０００６】
　第２に、傾斜側壁を備える成形研磨粒子は、成形研磨粒子の異なる側面に関して、異な
る抜き勾配角を有し得る。例えば、正三角形は、第１側壁を第１の抜き勾配角で有し、第
２側壁を第２の抜き勾配角で有し、第３側壁を第３の抜き勾配角で有し、これら第１、第
２、及び第３の抜き勾配角は、異なるものとすることができる。３つの異なる側壁の角度
を有する成形研磨粒子から作製されて得られるコーティングされた研磨物品は、３つの側
壁のそれぞれで降着する粒子の、均一な分布を有する傾向がある。したがって、コーティ
ングされた研磨物品は、成形研磨粒子の先端部に関して、裏材からの互いに異なる３つの
高さを有する傾向がある。最大の抜き勾配角でメイクコートと接触する側壁は、最も低い
先端部高さを有し、中間の抜き勾配角を有する側壁は、中間の先端部高さを有し、最小の
抜き勾配角を有する側壁は、最も高い先端部高さを有することになる。結果として、コー
ティングされた研磨物品は、裏材に対して互いに異なる３つの配向角、及び互いに異なる
３つの先端部高さを有する、成形研磨粒子を保有することになる。そのようなコーティン
グされた研磨物品は、成形研磨粒子のより高い先端部が摩滅する傾向にあるために、成形
研磨粒子のより短い未使用の先端部がワークピースと接触することによって、その研磨物
品が磨耗する際に、より均一な切削性能を保有することになると考えられる。
【０００７】
　それゆえ、一実施形態では、本開示は、傾斜側壁をそれぞれ有する成形研磨粒子を含む
、研磨粒子に関し、成形研磨粒子のそれぞれは、αアルミナを含み、厚さｔによって隔て
られた第１面及び第２面を有する。この成形研磨粒子は、第２面と傾斜側壁との間の、約
９５度～約１３０度の抜き勾配角、又は第１面と第２面との間の、厚さｔの約０．５～約
２倍の半径Ｒを有する傾斜側壁のいずれかを更に含む。
【０００８】
　当業者は、本明細書の説明があくまで例示的な実施形態の説明であって、本開示のより
広範な態様を制限することを意図するものでなく、それらのより広範な態様は、例示的な
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構成において具現化されることを理解されたい。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１Ａ】成形研磨粒子の一実施形態の平面図。
【図１Ｂ】図１Ａの成形研磨粒子の側面図。
【図１Ｃ】図１Ａの成形研磨粒子から作製されたコーティングされた研磨物品の側面図。
【図２】成形研磨粒子の顕微鏡写真。
【図３】図２の成形研磨粒子から作製されたコーティングされた研磨物品の上面の顕微鏡
写真。
【図４Ａ】成形研磨粒子の別の実施形態の平面図。
【図４Ｂ】図４Ａの成形研磨粒子の側面図。
【図４Ｃ】図４Ａの成形研磨粒子から作製されたコーティングされた研磨物品の側面図。
【図５Ａ】成形研磨粒子の別の実施形態の平面図。
【図５Ｂ】図５Ａの成形研磨粒子の側面図。
【図５Ｃ】図５Ａの成形研磨粒子から作製されたコーティングされた研磨物品の側面図。
【図６】異なる抜き勾配角を有する成形研磨粒子に関する、切削率対時間のグラフ。
【図７】異なる抜き勾配角を有する成形研磨粒子に関する、総切削量対時間のグラフ。
【図８】米国特許第５，３６６，５２３号に従って作製された従来技術の研磨粒子の顕微
鏡写真。
【図９】図８の従来技術の研磨粒子の断面の顕微鏡写真。
【図１０】図８の従来技術の研磨粒子の断面の顕微鏡写真。
【図１１】傾斜側壁を備える成形研磨粒子の断面の顕微鏡写真。
【００１０】
　本明細書及び図中で繰り返し使用される参照記号は、本開示の同じ若しくは類似の機構
又は要素を表すものとする。
【００１１】
　定義
　本明細書で使用するとき、「含む」、「有する」、及び「包含する」という単語の形態
は、法律的に同意義でありかつ制約されない。それゆえ、列挙されている要素、機能、工
程、又は制限に加えて、列挙されていない付加的な要素、機能、工程又は制限が存在し得
る。
【００１２】
　本明細書で使用するとき、用語「研磨材分散液」とは、成形用空洞内に導入される、α
アルミナに転換可能なαアルミナ前駆体を意味する。この組成物は、揮発性成分が十分に
除去されて研磨材分散液の固化が生じるまでの研磨材分散液を指す。
【００１３】
　本明細書で使用するとき、用語「前駆成形研磨粒子」とは、研磨材分散液が成形用空洞
内にあるときに、研磨材分散液から十分な量の揮発性成分を除去することによって生成さ
れ、成形用空洞から取り出して、その後の加工作業中にその成型形状を実質的に保持する
ことができる固化体を形成する、未焼結の粒子を意味する。
【００１４】
　本明細書で使用するとき、用語「成形研磨粒子」とは、その研磨粒子の少なくとも一部
が、成形前駆研磨粒子の形成に使用される成形用空洞から複製された所定の形状を有する
、セラミック研磨粒子を意味する。研磨材の破片の場合（例えば、米国特許仮出願第６１
／０１６９６５号に記載のような）を除き、成形研磨粒子は、一般に、その成形研磨粒子
の形成に使用された成形用空洞を実質的に複製する、所定の幾何学形状を有する。本明細
書で使用される成形研磨粒子としては、機械的破砕作業によって得られる研磨粒子は除外
される。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
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　傾斜側壁を備える成形研磨粒子
　図１Ａ、図１Ｂ、及び図１Ｃを参照すると、傾斜側壁２２を備える例示的な成形研磨粒
子２０が示される。傾斜側壁２２を備える成形研磨粒子２０を作製する材料は、αアルミ
ナを含む。αアルミナ粒子は、酸化アルミニウム一水和物の分散液から作製することがで
き、この分散液は、本明細書で後述するように、ゲル化され、型によって成形され、その
形状を保持するように乾燥され、焼成され、次いで焼成される。成形研磨粒子の形状は、
粒塊を形成する結合剤（この粒塊は、結合剤中に研磨粒子を含み、次いで研磨粒子は、一
定の成形構造体に形成される）を必要とすることなく、保持される。
【００１６】
　一般的には、傾斜側壁２２を備える成形研磨粒子２０は、第１面２４及び第２面２６を
有し、かつ厚さｔを有する、薄い本体を含む。第１面２４及び第２面２６は、少なくとも
１つの傾斜側壁２２によって、互いにつながっている。一部の実施形態では、２つ以上の
傾斜側壁２２が存在する場合があり、各傾斜側壁２２に関する傾斜又は角度は、図１Ａに
示すように同じであってもよく、あるいは図４Ａに示すように異なっていてもよい。
【００１７】
　一部の実施形態では、第１面２４が実質的に平面状であるか、第２面２６が実質的に平
面状であるか、又は両面とも実質的に平面状である。あるいは、これらの面は、２００８
年１２月１７日に出願され、代理人整理番号６４７１６ＵＳ００２を有する、表題「Ｄｉ
ｓｈ－Ｓｈａｐｅｄ　Ａｂｒａｓｉｖｅ　Ｐａｒｔｉｃｌｅｓ　Ｗｉｔｈ　Ａ　Ｒｅｃｅ
ｓｓｅｄ　Ｓｕｒｆａｃｅ」の、同時係属米国特許出願第１２／３３６，９６１号で、よ
り詳細に論じられているように、凹状又は凸状であってもよい。更には、２００８年１２
月１７日に出願され、代理人整理番号６４７６５ＵＳ００２を有する、表題「Ｓｈａｐｅ
ｄ　Ａｂｒａｓｉｖｅ　Ｐａｒｔｉｃｌｅｓ　Ｗｉｔｈ　Ａｎ　Ｏｐｅｎｉｎｇ」の、同
時係属米国特許出願第１２／３３７，１１２号で、より詳細に論じられているように、こ
れらの面を貫通する開口部又は孔が存在してもよい。
【００１８】
　一実施形態では、第１面２４及び第２面２６は、互いに実質的に平行である。他の実施
形態では、第１面２４及び第２面２６は、一方の面が他方の面に対して傾斜し、各面に接
する想像線が一点で交差するように、非平行であってもよい。傾斜側壁２２を備える成形
研磨粒子２０の、傾斜側壁２２は、様々なものとすることができ、一般に、第１面２４及
び第２面２６の外辺部２９を形成する。一実施形態では、第１面２４及び第２面２６の外
辺部２９は、幾何学形状であるように選択され、第１面２４及び第２面２６は、同一の幾
何学形状を有するように選択されるが、それらは寸法が異なっており、一方の面が他方の
面よりも大きい。一実施形態では、第１面２４の外辺部２９、及び第２面２６の外辺部２
９は、図示の三角形の形状であった。
【００１９】
　図１Ｂ及び図１Ｃを参照すると、第２面２６と傾斜側壁２２との間の抜き勾配角αを変
更して、各面の相対的寸法を変化させてもよい。本発明の様々な実施形態では、抜き勾配
角αは、約９５度～約１３０度、又は約９５度～約１２５度、又は約９５度～約１２０度
、又は約９５度～約１１５度、又は約９５度～約１１０度、又は約９５度～約１０５度、
又は約９５度～約１００度とすることができる。実施例で示されるように、抜き勾配角α
に関する特定の範囲が、傾斜側壁を備える成形研磨粒子から作製されたコーティングされ
た研磨物品の、驚くべき研削性能の向上を生み出すことが判明している。
【００２０】
　ここで図１Ｃを参照すると、裏材４２の第１主表面４１が、研磨材層によって覆われた
、コーティングされた研磨物品４０が示される。この研磨材層は、メイクコート４４、及
びメイクコート４４によって裏材４２に付着する、傾斜側壁２２を備える複数個の成形研
磨粒子２０を含む。傾斜側壁２２を備える成形研磨粒子２０を、裏材４２に更に付着又は
接着させるために、サイズコート４６が適用される。
【００２１】
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　図示のように、傾斜側壁２２を備える成形研磨粒子２０の大部分は、一方の側に倒れ込
んでいるか、又は傾いている。このことは、傾斜側壁２２を備える成形研磨粒子２０の大
部分が、裏材４２の第１主表面４１に対して９０度未満の配向角βを有するという結果を
もたらす。この結果は、傾斜側壁を備える成形研磨粒子を適用する静電塗装法が、裏材に
最初に粒子を適用する際に、本来は、９０度の配向角βで粒子を配向させる傾向があるこ
とから、予想外なものである。この静電界は、傾斜側壁を備える成形研磨粒子の上方に配
置された裏材に、粒子を適用する際に、粒子を垂直に整列させる傾向がある。更には、静
電界は、粒子を加速させて、メイクコート中へ９０度の配向で移動させる傾向がある。ウ
ェブを裏返した後、サイズコート４６の適用前又は適用後のいずれかのある時点で、重力
下、あるいはメイクコート及び／又はサイズコートの表面張力下で、粒子は倒れ掛かって
、傾斜側壁２２で安置される傾向がある。コーティングされた研磨物品の作製プロセスに
おいて、成形研磨粒子が倒れ掛かり、傾斜側壁２２によってメイクコートに付着するため
の十分な時間が、メイクコート及びサイズコートが硬化して固まり、それ以上の回転が阻
止される前に、存在すると考えられる。図示のように、傾斜側壁を備える成形研磨粒子が
適用され、傾くことが可能になると、成形研磨粒子の最先端部４８は、概して同一の高さ
ｈを有する。
【００２２】
　この傾斜配向を更に最適化するために、傾斜側壁を備える成形研磨粒子は、オープンコ
ートの研磨材層として、裏材に適用される。クローズドコートの研磨材層は、作製機を通
過する単一パスにおいて、研磨物品のメイクコートに適用可能な、研磨粒子又は研磨粒子
のブレンドの最大重量として定義される。オープンコートは、適用可能な最大グラム重量
よりも軽い重量の、コーティングされた研磨物品のメイクコートに適用される研磨粒子又
は研磨粒子のブレンドの量である。オープンコートの研磨材層は、研磨粒子による１００
％未満のメイクコート被覆率をもたらし、それにより、図３で最良に示されるように、粒
子間に、空き領域及び可視の樹脂層が残されることになる。本発明の様々な実施形態では
、研磨材層中の空き領域パーセントは、約１０％～約９０％、又は約３０％～約８０％に
することができる。
【００２３】
　傾斜側壁を備える成形研磨粒子を、裏材に過度に適用した場合には、メイクコート及び
サイズコートの硬化の前に、粒子が傾くか又は倒れ込むことを可能にする、粒子間の空隙
の存在が、不十分になると考えられる。本発明の様々な実施形態では、オープンコートの
研磨材層を有するコーティングされた研磨物品中の成形研磨粒子の、５０％、６０％、７
０％、８０％、又は９０％超が、９０度未満の配向角βを有して倒れ込むか又は傾いてい
る。
【００２４】
　理論に束縛されるものではないが、９０度未満の配向角βは、傾斜側壁を備える成形研
磨粒子の、切削性能の向上を結果的にもたらすと考えられる。驚くべきことに、この結果
は、コーティングされた研磨物品内での、Ｚ軸を中心とする成形研磨粒子の回転配向とは
関わりなく生じる傾向がある。図１Ｃは、全ての粒子が同一方向に整列して示されるよう
に理想化されているが、実際の研磨布紙ディスクは、図３で最良に示されるように、無秩
序に分布して回転される粒子を含むことになる。研磨ディスクは回転しており、成形研磨
粒子は無秩序に分布しているため、一部の成形研磨粒子は、９０度未満の配向角βでワー
クピースに食い込み、ワークピースは最初に第２面２６に衝突するが、一方で近傍の成形
研磨粒子は、正確に１８０度回転しており、ワークピースはその成形研磨粒子の裏面及び
第１面２４に衝突する可能性がある。粒子の無秩序な分布、及びディスクの回転によって
、成形研磨粒子の半分未満は、ワークピースを最初に、第１面２４ではなく第２面２６に
衝突させ得る。しかしながら、規定の回転方向、及びワークピースとの規定の接触点を有
する研磨ベルトに関しては、図１Ｃで理想化されるように、各成形研磨粒子が９０度未満
の配向角βで移動し、ワークピースを第２面２６に最初に食い込ませることを確実にする
ために、傾斜側壁を備える成形研磨粒子をベルト上に整列させることが可能な場合がある
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。本発明の様々な実施形態では、コーティングされた研磨物品の研磨材層中の、傾斜側壁
を備える成形研磨粒子の少なくとも大部分に関する配向角βは、約５０度～約８５度、又
は約５５度～約８５度、又は約６０度～約８５度、又は約６５度～約８５度、又は約７０
度～約８５度、又は約７５度～約８５度、又は約８０度～約８５度とすることができる。
【００２５】
　ここで図２及び図３を参照すると、傾斜側壁２２を備える成形研磨粒子２０の顕微鏡写
真が示される。図３では、抜き勾配角αは、約１２０度であり、成形研磨粒子は、正三角
形を含んでいた。各三角形の側辺は、より大きな第１面２４の外辺部で、約１．６ｍｍと
測定された。この成形研磨粒子は、約０．３８ｍｍの厚さを有していた。図２の成形研磨
粒子から作製されて得られた研磨布紙ディスクの表面を、図３に示す。示されるように、
成形研磨粒子の大部分は、メイクコート中に、傾斜側壁の１つで安置されている。図３の
コーティングされた研磨物品の研磨材層中の、傾斜側壁を備える成形研磨粒子の大部分に
関する、配向角βは、約６０度である。
【００２６】
　図４Ａ～図４Ｃを参照すると、傾斜側壁２２を備える成形研磨粒子２０の第２の実施形
態が示される。傾斜側壁２２を備える成形研磨粒子２０を作製する材料は、αアルミナを
含む。αアルミナ粒子は、酸化アルミニウム一水和物の分散液から作製することができ、
この分散液は、本明細書で後述するように、ゲル化され、型によって成形され、その形状
を保持するように乾燥され、焼成され、次いで焼結される。成形研磨粒子の形状は、粒塊
を形成する結合剤（この粒塊は、結合剤中に研磨粒子を含み、次いで研磨粒子は、一定の
成形構造体に形成される）を必要とすることなく、保持される。
【００２７】
　一般的には、傾斜側壁２２を備える成形研磨粒子２０は、第１面２４及び第２面２６を
有し、かつ厚さｔを有する、薄い本体を含む。第１面２４及び第２面２６は、少なくとも
、第１抜き勾配角５２を有する第１傾斜側壁５０によって、及び第１抜き勾配角とは異な
る値に選択される第２抜き勾配角５６を有する第２傾斜側壁５４によって、互いにつなが
っている。図示の実施形態では、第１面及び第２面はまた、他の２つの抜き勾配角のいず
れとも異なる値の第３抜き勾配角６０を有する第３傾斜側壁５８によっても、互いにつな
がっている。
【００２８】
　図示の実施形態では、第１抜き勾配角、第２抜き勾配角、及び第３抜き勾配角は、全て
互いに異なる値である。例えば、第１抜き勾配角５２は１２０度とすることができ、第２
抜き勾配角５６は１１０度とすることができ、第３抜き勾配角６０は１００度とすること
ができる。３つの異なる抜き勾配角を有する成形研磨粒子から作成されて得られたコーテ
ィングされた研磨物品４０は、図４Ｃに示すように、３つの異なる側壁のそれぞれで降着
する成形研磨粒子の、均一な分布を有する傾向がある。したがって、このコーティングさ
れた研磨物品は、成形研磨粒子の先端部４８に関して、裏材からの互いに異なる３つの高
さを有する傾向がある。最大の抜き勾配角でメイクコートと接触する第１傾斜側壁５０は
、最も低い先端部高さｈ１を有し、中間の抜き勾配角を有する第２傾斜側壁５４は、中間
の先端部高さｈ２を有し、最小の抜き勾配角を有する第３傾斜側壁５８は、最も高い先端
部高さｈ３を有することになる。結果として、コーティングされた研磨物品は、裏材に対
して互いに異なる３つの配向角β、及び互いに異なる３つの先端部高さを有する成形研磨
粒子を保有することになる。そのようなコーティングされた研磨物品は、成形研磨粒子の
より高い先端部が摩滅して鈍くなる傾向にあるために、成形研磨粒子のより短い未使用の
先端部がワークピースと接触することによって、その研磨物品が磨耗する際に、より均一
な切削性能を保有することになると考えられる。
【００２９】
　一部の実施形態では、第１面２４が実質的に平面状であるか、第２面２６が実質的に平
面状であるか、又は両面とも実質的に平面状である。あるいは、これらの面は、２００８
年１２月１７日に出願され、代理人整理番号６４７１６ＵＳ００２を有する、表題「Ｄｉ
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ｓｈ－Ｓｈａｐｅｄ　Ａｂｒａｓｉｖｅ　Ｐａｒｔｉｃｌｅｓ　Ｗｉｔｈ　Ａ　Ｒｅｃｅ
ｓｓｅｄ　Ｓｕｒｆａｃｅ」の、同時係属米国特許出願第１２／３３６，９６１号で、よ
り詳細に論じられているように、凹状又は凸状であってもよい。更には、２００８年１２
月１７日に出願され、代理人整理番号６４７６５ＵＳ００２を有する、表題「Ｓｈａｐｅ
ｄ　Ａｂｒａｓｉｖｅ　Ｐａｒｔｉｃｌｅｓ　Ｗｉｔｈ　Ａｎ　Ｏｐｅｎｉｎｇ」の、同
時係属米国特許出願第１２／３３７，１１２号で、より詳細に論じられているように、こ
れらの面を貫通する開口部又は孔が存在してもよい。
【００３０】
　一実施形態では、第１面２４及び第２面２６は、互いに実質的に平行である。他の実施
形態では、第１面２４及び第２面２６は、一方の面が他方の面に対して傾斜し、各面に接
する想像線が一点で交差するように、非平行であってもよい。傾斜側壁２２を備える成形
研磨粒子２０の、第１傾斜側壁、第２傾斜側壁、及び第３傾斜側壁は、様々なものとする
ことができ、それらは一般に、第１面２４及び第２面２６の外辺部２９を形成する。一実
施形態では、第１面２４及び第２面２６の外辺部２９は、幾何学形状であるように選択さ
れ、第１面２４及び第２面２６は、同一の幾何学形状を有するように選択されるが、それ
らは寸法が異なっており、一方の面が他方の面よりも大きい。一実施形態では、第１面２
４の外辺部２９、及び第２面２６の外辺部２９は、図示の三角形の形状であった。
【００３１】
　図４Ｂ及び図４Ｃを参照すると、成形研磨粒子２０の、第２面２６と、対応する傾斜側
壁との間の、第１抜き勾配角、第２抜き勾配角、及び第３抜き勾配角を、それらの抜き勾
配角の少なくとも２つが異なる値であるように、また望ましくは、３つ全てが異なる値で
あるように、変化させることができる。本発明の様々な実施形態では、第１抜き勾配角、
第２抜き勾配角、及び第３抜き勾配角は、約９５度～約１３０度、又は約９５度～約１２
５度、又は約９５度～約１２０度、又は約９５度～約１１５度、又は約９５度～１１０度
、又は約９５度～約１０５度、又は約９５度～約１００度とすることができる。
【００３２】
　ここで図４Ｃを参照すると、裏材４２の第１主表面４１が、研磨材層によって覆われた
、コーティングされた研磨物品４０を示す。この研磨材層は、メイクコート４４、並びに
第１傾斜側壁、第２傾斜側壁、又は第３傾斜側壁のいずれかが、メイクコート４４によっ
て裏材４２に付着している、複数個の成形研磨粒子２０を含む。傾斜側壁２２を備える成
形研磨粒子２０を、裏材４２に更に付着又は接着させるために、サイズコート４６が適用
される。
【００３３】
　図示のように、傾斜側壁２２を備える成形研磨粒子２０の大部分は、一方の側に倒れ込
んでいるか、又は傾いている。このことは、第１の実施形態に関して前述したように、傾
斜側壁２２を備える成形研磨粒子２０の大部分が、裏材４２の第１主表面４１に対して、
９０度未満の配向角βを有するという結果をもたらす。
【００３４】
　この傾斜配向を更に最適化するために、傾斜側壁を備える成形研磨粒子は、オープンコ
ートの研磨材層として、裏材に適用される。オープンコートの研磨材層は、研磨粒子によ
る１００％未満のメイクコート被覆率をもたらし、それにより、図３で最良に示されるよ
うに、粒子間に、空き領域及び可視の樹脂層が残されることになる。本発明の様々な実施
形態では、研磨材層中の空き領域パーセントは、約１０％～約９０％、又は約３０％～約
８０％にすることができる。
【００３５】
　傾斜側壁を備える成形研磨粒子を、裏材に過度に適用した場合には、メイクコート及び
サイズコートの硬化の前に、成形研磨粒子が傾くか又は倒れ込むことを可能にする、成形
研磨粒子間の空隙の存在が、不十分になると考えられる。本発明の様々な実施形態では、
オープンコートの研磨材層を有するコーティングされた研磨物品中の成形研磨粒子の、５
０％、６０％、７０％、８０％、又は９０％超が、９０度未満の配向角βを有して倒れ込
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むか又は傾いている。
【００３６】
　理論に束縛されるものではないが、前述のように、９０度未満の配向角βは、傾斜側壁
を備える成形研磨粒子の、切削性能の向上を結果的にもたらすと考えられる。本発明の様
々な実施形態では、コーティングされた研磨物品の研磨材層中の、傾斜側壁を備える成形
研磨粒子の少なくとも大部分に関する配向角βは、約５０度～約８５度、又は約５５度～
約８５度、又は約６０度～約８５度、又は約６５度～約８５度、又は約７０度～約８５度
、又は約７５度～約８５度、又は約８０度～約８５度とすることができる。
【００３７】
　ここで図５Ａ～図５Ｂを参照すると、本発明の第３の実施形態が示される。この実施形
態では、傾斜側壁２２は、図１Ａ～図１Ｃで示す実施形態に関する抜き勾配角の代わりに
、半径Ｒによって画定される。半径Ｒによって画定される傾斜側壁２２もまた、図５Ｃに
示すように、コーティングされた研磨物品を形成する際に、成形研磨粒子２０が倒れ込む
か又は傾く結果をもたらすことが判明している。正三角形を含む成形研磨粒子であって、
各三角形の側辺が、より大きな第１面２４の外辺部で約１．６ｍｍと測定され、約０．３
８ｍｍの厚さを有する成形研磨粒子は、１２０度の抜き勾配角、又は０．５１ｍｍの半径
Ｒで、同一の切削性能を有することが、研削試験によって示されている。本発明の様々な
実施形態では、半径Ｒは、成形研磨粒子の厚さｔの、約０．５～約２倍とすることができ
る。
【００３８】
　第２の実施形態と同様に、側壁のそれぞれに関して半径Ｒを変化させ、コーティングさ
れた研磨物品中で、成形研磨粒子が様々な角度に傾くか又は倒れ込む結果を生じさせるこ
とができる。
【００３９】
　傾斜側壁を備える成形研磨粒子を、裏材に過度に適用した場合には、メイクコート及び
サイズコートの硬化の前に、成形研磨粒子が傾くか又は倒れ込むことを可能にする、成形
研磨粒子間の空隙の存在が、不十分になると考えられる。本発明の様々な実施形態では、
オープンコートの研磨材層を有するコーティングされた研磨物品中の成形研磨粒子の、５
０％、６０％、７０％、８０％、又は９０％超が、９０度未満の配向角βを有して倒れ込
むか又は傾いている。
【００４０】
　第１の実施形態、第２の実施形態、又は第３の実施形態のいずれかに関して、傾斜側壁
２２を備える成形研磨粒子２０は、様々な三次元形状を有し得る。外辺部２９の幾何学形
状は、三角形、矩形、円形、楕円形、星型、又は他の規則的若しくは不規則的な多角形の
形状とすることができる。一実施形態では、正三角形を使用し、別の実施形態では、二等
辺三角形を使用する。本開示の目的上、実質的に三角形の形状としては、側辺の１つ以上
が弓状であり得、及び／又は三角形の先端部が弓状であり得る、３つの側辺を有する多角
形も含まれる。
【００４１】
　更には、成形研磨粒子の様々な傾斜側壁は、同じ抜き勾配角、又は異なる抜き勾配角を
有し得る。更にまた、側壁の１つが、約９５度以上の抜き勾配角を有する傾斜側壁である
限りにおいて、９０度の抜き勾配角を、１つ以上の側壁に対して使用することができる。
【００４２】
　傾斜側壁を備える成形研磨粒子２０は、様々な体積測定アスペクト比を有し得る。体積
測定アスペクト比は、体積の重心を通る最大の断面積を、重心を通る最小の断面積で除算
した比率として定義される。一部の形状に関しては、最大の断面積、又は最小の断面積は
、その形状の外面幾何学形状に対して、傾いでいるか、角度が付いているか、又は傾斜し
ている平面となる場合がある。例えば、球体は、１．０００の体積測定アスペクト比を有
することになるが、一方で立方体は、１．４１４の体積測定アスペクト比を有することに
なる。長さＡに等しい各側辺、及びＡに等しい均一な厚さを有する、正三角形の形態の成
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形研磨粒子は、１．５４の体積測定アスペクト比を有することになり、この均一な厚さを
０．２５Ａに低減した場合には、体積測定アスペクト比は、２．６４に増大する。より大
きな体積測定アスペクト比を有する成形研磨粒子は、向上した切削性能を有すると考えら
れる。本発明の様々な実施形態では、傾斜側壁を備える成形研磨粒子に関する体積測定ア
スペクト比は、約１．１５超、又は約１．５０超、又は約２．０超、あるいは約１．１５
～約１０．０、又は約１．２０～約５．０、又は約１．３０～約３．０とすることができ
る。
【００４３】
　傾斜側壁を備える成形研磨粒子は、その成形研磨粒子の突端部又は角において、遙かに
小さい曲率半径を有し得る。米国特許第５，３６６，５２３号（Ｒｏｗｅｎｈｏｒｓｔら
）に開示され、図８に示す正三角形の成形研磨粒子は、平均先端半径に関しては、１０３
．６マイクロメートルの、三角形の突端部に関する曲率半径（その突端部の周りの、一方
の側面から隣の側面までを測定した）を有していた。この曲率半径は、倒立光学顕微鏡と
接続させたＣｌｅｍｅｘ　Ｉｍａｇｅ　Ａｎａｌｙｓｉｓプログラムなどの画像解析、又
は他の好適な画像解析プログラムを使用して、第１面又は第２面の研磨断面から測定する
ことができる。各三角形の頂点に関する曲率半径は、１００倍率で断面視した場合の、各
頂点における３つの点を決定することにより、試算することができる。直線状縁部から湾
曲の開始部分への推移が存在する、先端部の湾曲の開始部分、先端部の頂点、及び湾曲し
た先端部から直線状縁部へと戻る推移部分に、点を置く。次に、画像解析ソフトウェアが
、これら３つの点（湾曲の開始、中間点、及び終了）によって定義される弧線を描き、曲
率半径を算出する。少なくとも３０の頂点に関する曲率半径を測定し、平均値を求めて、
平均先端半径を決定する。現行の方法によって作製される成形研磨粒子は、図２と図８の
比較によって最良に示されるように、遙かに精密に作製される。したがって、成形研磨粒
子に関する平均先端半径は、遙かに小さい。本開示に従って作製される成形研磨粒子に関
する平均先端半径は、１９．２マイクロメートル未満として測定されている。本発明の様
々な実施形態では、平均先端半径は、７５マイクロメートル未満、又は５０マイクロメー
トル未満、又は２５マイクロメートル未満とすることができる。より鋭利な先端部は、使
用中の成形研磨粒子の、より攻撃的な切削、破砕の改善を促進すると考えられる。
【００４４】
　より鋭利な先端部を有することに加えて、成形研磨粒子は、遙かに精密に画定された側
壁を有し得る。ここで図９及び図１０を参照すると、図８の従来技術の成形研磨粒子の面
を通って垂直に取った研磨断面の顕微鏡写真が示される。示されるように、側壁（頂部表
面）は、凹状又は凸状のいずれかとなる傾向があり、均一な平面状ではない。断面が取ら
れる場所に応じて、同一の側壁が、１つの形状から別の形状へと変遷する場合がある。図
１０を参照すると、側壁は、前景では凸状であるが、後景では凹状である。
【００４５】
　図１１を参照すると、９８度の抜き勾配角を有する傾斜側壁を備える成形研磨粒子の面
を通って垂直に取った研磨断面の顕微鏡写真が示される。第１面２４（右側の垂直表面）
は、上述の代理人整理番号６４７１６ＵＳ００２の同時係属特許出願に記載されるように
、凹状である。凹状表面は、スコップ、スプーン、又は凹状に研ぎ出された彫刻等の刃と
同様に、使用中により多くの材料を除去することによって、研削性能を向上させると考え
られる。第２面２６は、実質的に平面状である（左側の垂直表面）。最後に、側壁（頂部
表面）は、均一な平面状である。均一な平面状とは、側壁が、一方の面から他方の面に凸
状である領域、又は一方の面から他方の面に凹状である領域を有さず、側壁表面の少なく
とも５０％、又は少なくとも７５％、又は少なくとも８５％が平面状であることを意味す
る。断面に示されるように、側壁が９０度の角度で切断され、研磨されている場合、実質
的に直線状の縁部が現れる（頂部の側壁表面が、切断された断面の前側表面と出会う場所
に）。均一な平面状の側壁は、典型的には、側壁の長さに沿った、実質的に全ての切断面
で、その実質的に直線状の縁部を有することになる。均一な平面状の側壁は、側壁が第１
面及び第２面と交差する場所に、より良好に画定された（より鋭利な）縁部を提供し、こ
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のことはまた、研削性能を向上させると考えられる。
【００４６】
　本開示に従って作製される、傾斜側壁２２を備える成形研磨粒子２０は、研磨物品中に
組み込むか、又は、遊離した形態で使用することができる。研磨粒子は、一般的には、使
用前に、所定の粒径分布に等級分けされる。そのような分布は、典型的には、粗粒から細
粒までの、粒径の範囲を有する。研磨の技術分野では、この範囲は、「粗粒」画分、「対
照」画分、及び「細粒」画分と呼ばれる場合がある。研磨工業公認の等級規格に従って等
級分けされた研磨粒子は、数値限界内の各公称等級に関する粒径分布を指定している。こ
のような工業的に認められた等級規格（すなわち、研磨工業指定の公称等級）としては、
Ａｍｅｒｉｃａｎ　Ｎａｔｉｏｎａｌ　Ｓｔａｎｄａｒｄｓ　Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ，Ｉｎ
ｃ．（ＡＮＳＩ）規格、Ｆｅｄｅｒａｔｉｏｎ　ｏｆ　Ｅｕｒｏｐｅａｎ　Ｐｒｏｄｕｃ
ｅｒｓ　ｏｆ　Ａｂｒａｓｉｖｅ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ（ＦＥＰＡ）規格、及び日本工業規
格（ＪＩＳ）規格として知られているものが挙げられる。
【００４７】
　ＡＮＳＩ等級表記（すなわち、公称等級として指定される）としては、ＡＮＳＩ　４、
ＡＮＳＩ　６、ＡＮＳＩ　８、ＡＮＳＩ　１６、ＡＮＳＩ　２４、ＡＮＳＩ　３６、ＡＮ
ＳＩ　４０、ＡＮＳＩ　５０、ＡＮＳＩ　６０、ＡＮＳＩ　８０、ＡＮＳＩ　１００、Ａ
ＮＳＩ　１２０、ＡＮＳＩ　１５０、ＡＮＳＩ　１８０、ＡＮＳＩ　２２０、ＡＮＳＩ　
２４０、ＡＮＳＩ　２８０、ＡＮＳＩ　３２０、ＡＮＳＩ　３６０、ＡＮＳＩ　４００、
及びＡＮＳＩ　６００が挙げられる。ＦＥＰＡ等級表記としては、Ｐ８、Ｐ１２、Ｐ１６
、Ｐ２４、Ｐ３６、Ｐ４０、Ｐ５０、Ｐ６０、Ｐ８０、Ｐ１００、Ｐ１２０、Ｐ１５０、
Ｐ１８０、Ｐ２２０、Ｐ３２０、Ｐ４００、Ｐ５００、Ｐ６００、Ｐ８００、Ｐ１０００
、及びＰ１２００が挙げられる。ＪＩＳ等級表記としては、ＪＩＳ８、ＪＩＳ１２、ＪＩ
Ｓ１６、ＪＩＳ２４、ＪＩＳ３６、ＪＩＳ４６、ＪＩＳ５４、ＪＩＳ６０、ＪＩＳ８０、
ＪＩＳ１００、ＪＩＳ１５０、ＪＩＳ１８０、ＪＩＳ２２０、ＪＩＳ２４０、ＪＩＳ２８
０、ＪＩＳ３２０、ＪＩＳ３６０、ＪＩＳ４００、ＪＩＳ６００、ＪＩＳ８００、ＪＩＳ
１０００、ＪＩＳ１５００、ＪＩＳ２５００、ＪＩＳ４０００、ＪＩＳ６０００、ＪＩＳ
８０００、及びＪＩＳ１０，０００が挙げられる。
【００４８】
　あるいは、傾斜側壁２２を備える成形研磨粒子２０は、ＡＳＴＭ　Ｅ－１１「Ｓｔａｎ
ｄａｒｄ　Ｓｐｅｃｉｆｉｃａｔｉｏｎ　ｆｏｒ　Ｗｉｒｅ　Ｃｌｏｔｈ　ａｎｄ　Ｓｉ
ｅｖｅｓ　ｆｏｒ　Ｔｅｓｔｉｎｇ　Ｐｕｒｐｏｓｅｓ．」に準拠するＵ．Ｓ．Ａ．Ｓｔ
ａｎｄａｒｄ　Ｔｅｓｔ　Ｓｉｅｖｅを使用して、公称ふるい分け等級に、等級分けする
ことができる。ＡＳＴＭＥ－１１は、指定の粒径に従って材料を分類するための、枠内に
装着した織金網の媒体を使用する試験用ふるいの設計及び構造の要件を規定している。典
型的な表記は、－１８＋２０として表すことができ、これは、成形研磨粒子２０が、ＡＳ
ＴＭＥ－１１の１８号ふるいの規格に一致する試験用ふるいを通過し、ＡＳＴＭＥ－１１
の２０号ふるいの規格に一致する試験用ふるい上に残ることを意味する。一実施形態では
、傾斜側壁２２を備える成形研磨粒子２０は、その粒子のほとんどが、１８号メッシュの
試験用ふるいを通過し、２０号、２５号、３０号、３５号、４０号、４５号、又は５０号
メッシュの試験用ふるい上に残り得るような、粒径を有する。本発明の様々な実施形態で
は、傾斜側壁２２を備える成形研磨粒子２０は、－１８＋２０、－２０＋２５、－２５＋
３０、－３０＋３５、－３５＋４０、－４０＋４５、－４５＋５０、－５０＋６０、－６
０＋７０、－７０＋８０、－８０＋１００、－１００＋１２０、－１２０＋１４０、－１
４０＋１７０、－１７０＋２００、－２００＋２３０、－２３０＋２７０、－２７０＋３
２５、－３２５＋４００、－４００＋４５０、－４５０＋５００、又は－５００＋６３５
を含む、公称ふるい分け等級を有し得る。
【００４９】
　一態様では、本開示は、研磨工業指定の公称等級又は公称ふるい分け等級を有する、複
数個の成形研磨粒子を提供し、これら複数個の研磨粒子の少なくとも一部分は、傾斜側壁
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２２を備える成形研磨粒子２０である。別の態様では、本開示は、本開示に従って作製さ
れる、傾斜側壁２２を備える成形研磨粒子２０を等級分けし、研磨工業指定の公称等級又
は公称ふるい分け等級を有する、傾斜側壁２２を備える複数個の成形研磨粒子２０を提供
することを含む方法を、提供する。
【００５０】
　所望により、研磨工業指定の公称等級又は公称ふるい分け等級を有する、傾斜側壁２２
を備える成形研磨粒子２０を、他の既知の研磨材、又は非研磨粒子と混合することができ
る。一部の実施形態では、複数個の研磨粒子の総重量を基準として、研磨工業指定の公称
等級又は公称ふるい分け等級を有する複数個の研磨粒子の、少なくとも５重量％、１０重
量％、１５重量％、２０重量％、２５重量％、３０重量％、３５重量％、４０重量％、４
５重量％、５０重量％、５５重量％、６０重量％、６５重量％、７０重量％、７５重量％
、８０重量％、８５重量％、９０重量％、９５重量％、若しくは更に１００重量％が、本
開示に従って作製される、傾斜側壁２２を備える成形研磨粒子２０である。
【００５１】
　傾斜側壁２２を備える成形研磨粒子２０との混合に好適な粒子としては、従来の研磨粒
、希釈粒、又は米国特許第４，７９９，９３９号及び同第５，０７８，７５３号に記載さ
れるもののような、腐食性粒塊が挙げられる。従来の研磨粒の代表的な例としては、溶融
酸化アルミニウム、シリコンカーバイド、ガーネット、溶融アルミナジルコニア、立方晶
窒化ホウ素、ダイヤモンドなどが挙げられる。希釈粒の代表的な例としては、大理石、セ
ッコウ、及びガラスが挙げられる。傾斜側壁２２を有する異なった形状の成形研磨粒子２
０のブレンド（例えば、三角形及び正方形）、又は異なった抜き勾配角を有する成形研磨
粒子２０のブレンド（例えば、１２０度の抜き勾配角を有する粒子と混合させた、９８度
の抜き勾配角を有する粒子）を、本発明の物品中で使用することができる。
【００５２】
　傾斜側壁２２を備える成形研磨粒子２０はまた、表面コーティングを有してもよい。表
面コーティングは、研磨物品中の、研磨粒と結合剤との間の接着を改善することが知られ
ており、又は、成形研磨粒子２０の静電蒸着を補助するために使用することができる。そ
のような表面コーティングは、米国特許第５，２１３，５９１号、同第５，０１１，５０
８号、同第１，９１０，４４４号、同第３，０４１，１５６号、同第５，００９，６７５
号、同第５，０８５，６７１号、同第４，９９７，４６１号、及び同第５，０４２，９９
１号に記載されている。更には、表面コーティングは、成形研磨粒子のキャッピングを防
ぐことができる。キャッピングとは、研磨中のワークピースからの金属粒子が、成形研磨
粒子の頂部に溶着するようになる現象を表す用語である。上記の機能を果たす表面コーテ
ィングは、当業者には既知である。
【００５３】
　傾斜側壁を備える成形研磨粒子を有する研磨物品
　図１Ｃ、図４Ｃ、及び図５Ｃを参照すると、コーティングされた研磨物品４０は、第１
の結合剤の層を有する裏材４２を含み、この第１の層は、以降はメイクコート４４と称さ
れ、裏材４２の第１主表面４１を覆って適用される。傾斜側壁２２を備える複数個の成形
研磨粒子２０が、メイクコート４４に付着するか、又は部分的に埋め込まれて、研磨材層
を形成する。傾斜側壁２２を備える成形研磨粒子２０を、以降はサイズコート４６と称さ
れる、第２の結合剤の層が覆って存在する。メイクコート４４の目的は、傾斜側壁２２を
備える成形研磨粒子２０を、裏材４２に固定することであり、サイズコート４６の目的は
、傾斜側壁２２を備える成形研磨粒子２０を補強することである。傾斜側壁２２を備える
成形研磨粒子２０の大部分は、先端部４８すなわち頂点が、裏材４２から離れる方向に向
き、成形研磨粒子が、傾斜側壁２２で安置され、図示のように倒れ込むか又は傾くように
、配向される。
【００５４】
　メイクコート４４及びサイズコート４６は、樹脂性接着剤を含む。メイクコート４４の
樹脂性接着剤は、サイズコート４６の樹脂性接着剤と同じであっても、又は異なっていて
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もよい。これらのコートに好適な樹脂性接着剤の例としては、フェノール樹脂、エポキシ
樹脂、尿素ホルムアルデヒド樹脂、アクリレート樹脂、アミノプラスト樹脂、メラミン樹
脂、アクリル化エポキシ樹脂、ウレタン樹脂、及びこれらの組み合わせが挙げられる。樹
脂性接着剤に加えて、メイクコート４４又はサイズコート４６、あるいは両方のコートは
、例えば、充填剤、研削助剤、湿潤剤、界面活性剤、染料、顔料、カップリング剤、接着
促進剤、及びこれらの組み合わせなどの、当該技術分野で既知の添加剤を更に含み得る。
充填剤の例としては、炭酸カルシウム、シリカ、タルク、粘土、メタケイ酸カルシウム、
ドロマイト、硫酸アルミニウム、及びこれらの組み合わせが挙げられる。
【００５５】
　研削助剤を、コーティングされた研磨物品に適用することができる。研削助剤は、その
添加が、研磨の化学的プロセス及び物理的プロセスに対して有意な効果を及ぼし、それに
よって改善された性能をもたらす粒子材料として定義される。研削助剤は、多種多様な材
料を包含し、無機系であっても、又は有機系であってもよい。研削助剤の化学物質群の例
としては、ワックス、有機ハロゲン化合物、ハロゲン塩、並びに金属及びその合金が挙げ
られる。有機ハロゲン化合物は、典型的には、研磨の間に分解し、ハロゲン酸、又はガス
状のハロゲン化合物を放つ。そのような材料の例としては、テトラクロロナフタレン、ペ
ンタクロロナフタレンなどの塩素化ワックス、及びポリ塩化ビニルが挙げられる。ハロゲ
ン塩の例としては、塩化ナトリウム、カリウム氷晶石、ナトリウム氷晶石、アンモニウム
氷晶石、テトラフルオロホウ酸カリウム、テトラフルオロホウ酸ナトリウム、フッ化ケイ
素、塩化カリウム、塩化マグネシウムが挙げられる。金属の例としては、スズ、鉛、ビス
マス、コバルト、アンチモン、カドミウム、鉄、及びチタンが挙げられる。他の研削助剤
としては、イオウ、有機イオウ化合物、グラファイト、及び金属硫化物が挙げられる。異
なる研削助剤の組み合わせを使用することも、本発明の範囲内であり、場合によっては、
この組み合わせが相乗効果を生み出し得る。一実施形態では、研削助剤は、氷晶石、又は
テトラフルオロホウ酸カリウムとした。そうした添加剤の量は、所望の特性が得られるよ
うに調節することができる。スーパーサイズコーティングを利用することもまた、本開示
の範囲内である。スーパーサイズコーティングは、典型的には、結合剤及び研削助剤を含
有する。結合剤は、フェノール樹脂、アクリレート樹脂、エポキシ樹脂、尿素ホルムアル
デヒド樹脂、メラミン樹脂、ウレタン樹脂、及びこれらの組み合わせなどの材料から製造
することができる。
【００５６】
　傾斜側壁２２を備える成形研磨粒子２０を、結合研磨物品、不織布研磨物品、又は研磨
ブラシ中で利用可能であることもまた、本発明の範囲内である。結合研磨材は、結合剤に
よって互いに結合され、定形の塊を形成する、傾斜側壁２２を備える複数個の成形研磨粒
子２０を含み得る。結合研磨材用の結合剤は、金属性、有機系、又はガラス質とすること
ができる。不織布研磨材は、有機結合剤によって繊維状不織布ウェブへと結合された、傾
斜側壁２２を備える複数個の成形研磨粒子２０を含む。
【００５７】
　傾斜側壁を備える成形研磨粒子の作製方法
　第１のプロセス工程は、αアルミナに転換可能な、シード添加された研磨材分散液、又
はシード添加されていない研磨材分散液のいずれかの提供を伴う。このαアルミナ前駆体
組成物は、揮発性成分である液体を含む場合が多い。一実施形態では、揮発性成分は水で
ある。研磨材分散液は、成形用空洞を充填して成形型表面を複製することが可能になるよ
う、研磨材分散液の粘度を十分に低くするために、十分な量の液体を含むべきであるが、
その後の、成形用空洞からの液体の除去を、極端に費用がかかるものにするほど多量の液
体を含むべきではない。一実施形態では、研磨材分散液は、２重量％～９０重量％の、酸
化アルミニウム一水和物（ベーマイト）の粒子などの、αアルミナに転換可能な粒子を含
み、少なくとも１０重量％、又は５０重量％～７０重量％、若しくは５０重量％～６０重
量％の、水などの揮発性成分を含む。一方で、一部の実施形態における研磨材分散液は、
３０重量％～５０重量％、又は４０重量％～５０重量％の固体を含有する。
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【００５８】
　ベーマイト以外の酸化アルミニウム水和物もまた、使用することができる。ベーマイト
は、既知の技術によって調製可能であり、又は市販物を入手してもよい。市販のベーマイ
トの例としては、商標「ＤＩＳＰＥＲＡＬ」及び商標「ＤＩＳＰＡＬ」（双方ともＳａｓ
ｏｌ　Ｎｏｒｔｈ　Ａｍｅｒｉｃａ，Ｉｎｃ．より入手可能）、あるいは商標「ＨｉＱ－
４０」（ＢＡＳＦ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎより入手可能）を有する製品が挙げられる。
これらの酸化アルミニウム一水和物は比較的純粋であり、すなわち、一水和物以外の水和
相を、たとえ含んでいるとしても比較的少なく含み、また高表面積を有する。結果的に得
られる、傾斜側壁２２を備える成形研磨粒子２０の物理的特性は、一般に、研磨材分散液
で使用される材料の種類に応じて変化する。
【００５９】
　一実施形態では、研磨材分散液はゲル状である。本明細書で使用するとき、用語「ゲル
」は、液体中に分散した固体の、三次元ネットワークである。研磨材分散液は、修正用添
加剤、又は修正用添加剤の前駆体を含有することができる。修正用添加剤は、研磨粒子の
望ましい一部の特性を強化する機能、又はその後の焼結工程の有効性を増大させる機能を
果たし得る。修正用添加剤、又は修正用添加剤の前駆体は、可溶性塩、典型的には水溶性
塩の形態とすることができる。これらは、典型的には、金属含有化合物からなり、マグネ
シウム、亜鉛、鉄、シリコン、コバルト、ニッケル、ジルコニウム、ハフニウム、クロム
、イットリウム、プラセオジム、サマリウム、イッテルビウム、ネオジム、ランタン、ガ
ドリニウム、セリウム、ジスプロシウム、エルビウム、チタン、及びこれらの混合物の、
酸化物の前駆体とすることができる。研磨材分散液中に存在可能な、これらの添加剤の具
体的な濃度は、当該技術分野に基づいて変動し得る。典型的には、修正用添加剤、又は修
正用添加剤の前駆体の導入により、研磨材分散液をゲル化させる。また、一定の時間をか
けて加熱することにより、研磨材分散液をゲルに誘導することもできる。
【００６０】
　研磨材分散液はまた、水和又は焼成した酸化アルミニウムからαアルミナへの形質転換
を促進するために、成核剤を含有することもできる。本開示に好適な成核剤としては、α
アルミナ、α酸化第二鉄又はその前駆体、酸化チタン及びチタン酸塩、酸化クロム、並び
にこの形質転換の核となる他の任意の材料の、微粒子が挙げられる。成核剤を使用する場
合、その量は、αアルミナの形質転換を引き起こすために十分な量とするべきである。そ
のような研磨材分散液の核形成は、米国特許第４，７４４，８０２号（Ｓｃｈｗａｂｅｌ
）に開示されている。
【００６１】
　研磨材分散液に解膠剤を添加して、より安定したヒドロゾル、すなわちコロイド状の研
磨材分散液を製造することができる。好適な解膠剤は、酢酸、塩酸、ギ酸、及び硝酸のよ
うな、一塩基酸又は酸化合物である。多塩基酸もまた使用することができるが、多塩基酸
は、研磨材分散液を急速にゲル化し、取り扱い又は追加的な成分の導入を困難にする場合
がある。ベーマイトの一部の市販供給源は、安定した研磨材分散液の形成を助ける（吸収
されたギ酸又は硝酸のような）酸タイターを含有する。
【００６２】
　研磨材分散液は、任意の好適な手段、例えば、酸化アルミニウム一水和物を、解膠剤を
含有する水と混合することによって、又は酸化アルミニウム一水和物のスラリーを形成し
、そこに解膠剤を添加することによって、容易に形成することができる。気泡を形成する
傾向、又は混合中に空気が混入する傾向を低減するために、消泡剤又は他の好適な化学物
質を添加することができる。湿潤剤、アルコール、又はカップリング剤などの追加的な化
学物質を、所望により添加することができる。αアルミナ研磨粒は、米国特許第５，６４
５，６１９号（Ｅｒｉｃｋｓｏｎら、１９９７年７月８日）に開示されているように、シ
リカ及び酸化鉄を含有し得る。αアルミナ研磨粒は、米国特許第５，５５１，９６３号（
Ｌａｒｍｉｅ、１９９６年９月３日）に開示されているように、ジルコニアを含有し得る
。あるいは、αアルミナ研磨粒は、米国特許第６，２７７，１６１号（Ｃａｓｔｒｏ、２
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００１年８月２１日）に開示されているような、マイクロ構造又は添加剤を有し得る。
【００６３】
　第２のプロセス工程は、少なくとも１つの成形用の空洞、好ましくは複数個の空洞を有
する、成形型の提供を伴う。この成形型は、概して平面状の底部表面、及び複数個の成形
用空洞を有し得る。複数個の空洞を、生産用具内に形成することができる。生産用具は、
ベルト、シート、連続ウェブ、輪転グラビアのようなコーティングロール、コーティング
ロール上に載置されるスリーブ、又はダイとすることができる。生産用具は、高分子材料
を含む。好適な高分子材料の例としては、ポリエステル、ポリカーボネート、ポリ（エー
テルスルホン）、ポリ（メチルメタクリレート）、ポリウレタン、ポリ塩化ビニル、ポリ
オレフィン、ポリスチレン、ポリプロピレン、ポリエチレン、又はこれらの組み合わせな
どの熱可塑性樹脂、あるいは熱硬化性材料が挙げられる。一実施形態では、用具全体が、
高分子材料又は熱可塑性材料で作製される。別の実施形態では、複数個の空洞の表面など
の、乾燥工程中にゾル－ゲルと接触する用具表面は、高分子材料又は熱可塑性材料を含み
、用具の他の部分は、他の材料で作製することができる。好適な高分子コーティングを金
型に適用して、実施例の方法によって、その表面張力特性を変更してもよい。
【００６４】
　高分子用具又は熱可塑性用具は、金属製マスター用具から複製することができる。この
マスター用具は、生産用具に所望されるパターンの、反転パターンを有する。マスター用
具は、生産用具と同じ方法で作製することができる。一実施形態では、マスター用具を、
例えばニッケルのような金属から作製し、ダイヤモンド旋削することができる。高分子シ
ート材料をマスター用具と共に加熱して、この２つを一緒に加圧成形することにより、高
分子材料を、マスター用具パターンでエンボス加工することができる。高分子材料又は熱
可塑性材料はまた、マスター用具上へ押出加工するか、又は流延させて、次に加圧成形す
ることもできる。熱可塑性材料を冷却して固化させ、生産用具を製造する。熱可塑性生産
用具を利用する場合には、その際に、熱可塑性生産用具を歪ませて、その寿命を制限する
恐れがある、過度の熱が発生しないように注意するべきである。生産用具又はマスター用
具の、設計及び製作に関する更なる情報は、米国特許第５，１５２，９１７号（Ｐｉｅｐ
ｅｒら）、同第５，４３５，８１６号（Ｓｐｕｒｇｅｏｎら）、同第５，６７２，０９７
号（Ｈｏｏｐｍａｎら）、同第５，９４６，９９１号（Ｈｏｏｐｍａｎら）、同第５，９
７５，９８７号（Ｈｏｏｐｍａｎら）、同第６，１２９，５４０号（Ｈｏｏｐｍａｎら）
に見出すことができる。
【００６５】
　空洞へのアクセスは、成形型の、上面又は底面の開口部から可能である。場合によって
は、空洞は、成形型の厚さ全体にわたって延びていてもよい。あるいは、空洞は、成形型
の厚さの一部分のみにわたって延びていてもよい。一実施形態では、上面は、成形型の底
面と実質的に平行であり、空洞は、実質的に均一な深さを有している。成形型の少なくと
も一方の面、すなわち空洞が形成される面は、揮発性成分除去の工程の間、周囲の大気に
曝露したままにすることができる。
【００６６】
　空洞は、指定の三次元形状を有する。一実施形態では、空洞の形状は、上側から見た場
合、三角形であり、空洞の底面が上面の開口部より若干小さいような、傾斜側壁を有する
ものとして説明することができる。傾斜側壁は、研削性能を向上させ、成形型からの前駆
研磨粒子の取り出しをより容易にすることができると考えられる。別の実施形態では、成
形型は、複数個の三角形の空洞を含む。複数個の三角形の空洞のそれぞれは、正三角形を
含む。
【００６７】
　あるいは、円形、矩形、正方形、六角形、星形、又はこれらの組み合わせなどであって
、全てが、実質的に均一の深さの寸法を有する、他の空洞の形状を使用してもよい。深さ
の寸法は、上面から、底面の最下点までの垂直距離と等しい。所定の空洞の深さは、均一
であってもよく、あるいはその長さ及び／又は幅に沿って変化してもよい。所定の成形型
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の空洞は、同じ形状であってもよく、又は異なる形状であってもよい。
【００６８】
　第３のプロセス工程は、任意の従来技術によって、成形型内の空洞を、研磨材分散液で
充填する工程を伴う。一部の実施形態では、ナイフロールコーター又は真空スロットダイ
コーターを使用することができる。所望により、離型剤を使用して、成形型からの粒子の
取り出しを補助することができる。典型的な離型剤としては、ピーナッツオイル、若しく
は鉱油、魚油などの油、シリコーン、ポリテトラフルオロエチレン、ステアリン酸亜鉛、
及びグラファイトが挙げられる。一般的には、離型剤が所望される場合は、水又はアルコ
ールなどの液体中、約０．１重量％～約５重量％の、ピーナッツオイルなどの離型剤を、
ゾル－ゲルと接触する生産用具表面に適用し、約０．１ｍｇ／ｉｎ２（０．０１６ｍｇ／
ｃｍ２）～約３．０ｍｇ／ｉｎ２（０．４６５ｍｇ／ｃｍ２）、又は約０．１ｍｇ／ｉｎ
２（０．０１６ｍｇ／ｃｍ２）～約５．０ｍｇ／ｉｎ２（０．７７５ｍｇ／ｃｍ２）の離
型剤を、成形型の単位面積当たりに存在させる。一実施形態では、成形型の上面を、研磨
材分散液でコーティングする。研磨材分散液を圧送して上面に載せることができる。次に
、スクレーパ又はならし棒を使用して、研磨材分散液を成形型の空洞内に完全に押し入れ
ることができる。空洞に入り込まない研磨材分散液の残余部分は、成形型の上面から取り
除いて再利用することができる。一部の実施形態では、研磨材分散液の少量部分が上面に
残る場合があり、他の実施形態では、上面には分散液が実質的に存在しない。スクレーパ
又はならし棒によって加えられる圧力は、典型的には、１００ｐｓｉ（６８９．５ｋＰａ
）未満、又は５０ｐｓｉ（３４４．７ｋＰａ）未満、又は１０ｐｓｉ（６８．９ｋＰａ）
未満である。一部の実施形態では、研磨材分散液の露出表面が、上面を実質的に超えて延
在することはなく、結果的に得られる成形研磨粒子２０の、厚さの均一性が確保される。
【００６９】
　第４のプロセス工程は、揮発性成分を除去して、分散液を乾燥させる工程を伴う。望ま
しくは、揮発性成分を、高速な蒸発速度で除去する。一部の実施形態では、蒸発による揮
発性成分の除去は、その揮発性成分の沸点を超える温度で行なわれる。乾燥温度の上限は
、成形型を作製する材料に応じて変わる場合が多い。ポリプロピレン用具に関しては、そ
の温度は、このプラスチックの融点未満とするべきである。
【００７０】
　一実施形態では、固体が約４０～５０％の水分散液、及びポリプロピレン成形型に関し
ては、乾燥温度は、約９０℃～約１６５℃、又は約１０５℃～約１５０℃、又は約１０５
℃～約１２０℃とすることができる。より高い温度は、より大きい開口部の形成をもたら
し得るが、また、その成形型としての耐用寿命を制限する、ポリプロピレン用具の劣化の
原因にもなり得る。
【００７１】
　一実施形態では、ベーマイトゾル－ゲルのサンプルを、以下の処方を使用して作製した
：商標名「ＤＩＳＰＥＲＡＬ」を有する酸化アルミニウム一水和物粉末（１６００部）を
、水（２４００部）及び７０％硝酸水溶液（７２部）を含有する溶液と、１１分間、高剪
断混合することにより分散させた。得られたゾル－ゲルを、コーティングの前に少なくと
も１時間、エージングした。このゾル－ゲルを、深さ２８ミル（０．７１ｍｍ）及び各側
辺に付き１１０ミル（２．７９ｍｍ）の三角形形状の成形用空洞を有し、成形型の側壁と
底部との間に既定の抜き勾配角αを有する傾斜側壁を有する、生産用具内に押し入れた。
【００７２】
　ゾル－ゲルは、生産用具の開口部が完全に充填されるように、パテナイフを用いて空洞
内に押し入れた。メタノール中１％のピーナッツオイルの離型剤を使用して、約０．５ｍ
ｇ／ｉｎ２（０．０７８ｍｇ／ｃｍ２）のピーナッツオイルが成形型の表面に適用される
ように、生産用具をコーティングした。生産用具のシートを、空気対流式オーブン内に４
５℃で５分間置くことにより、余剰のメタノールを除去した。ゾル－ゲルコーティングさ
れた生産用具を、空気対流式オーブン内に４５℃で少なくとも４５分間置き、乾燥させた
。超音波ホーン上を通過させることにより、前駆成形研磨粒子を生産用具から取り出した
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。これらの前駆成形研磨粒子を焼成して、傾斜側壁２２を備える成形研磨粒子２０を製造
することができる。
【００７３】
　第５のプロセス工程は、傾斜側壁を備える前駆成形研磨粒子の、成形用空洞からの取り
出しを伴う。傾斜側壁を備える前駆成形研磨粒子は、成形用空洞から粒子を取り出すため
の、重力、振動、超音波振動、真空、又は加圧空気といったプロセスを、単独で又は組み
合わせて、成形型に対して使用することにより、空洞から取り出すことができる。
【００７４】
　傾斜側壁を備える前駆研磨粒子は、成形型の外で更に乾燥させることができる。研磨材
分散液を、成形型内で望ましいレベルまで乾燥させる場合には、この追加的な乾燥工程は
必要ない。しかしながら、場合によっては、この追加的な乾燥工程を用いて、研磨材分散
液が成形型内に残留する時間を最小限に抑えることが、経済的である場合がある。典型的
には、前駆成形研磨粒子を、１０～４８０分間、又は１２０～４００分間、５０℃～１６
０℃、又は１２０℃～１５０℃の温度で、乾燥させる。
【００７５】
　第６のプロセス工程は、傾斜側壁２２を備える前駆成形研磨粒子の焼成を伴う。焼成工
程の間、本質的に全ての揮発性材料が除去され、研磨材分散液中に存在していた多様な成
分は、金属酸化物へと形質転換される。前駆成形研磨粒子は、一般的には、４００℃～８
００℃の温度まで加熱され、遊離水、及びいずれの結合揮発性材料の９０重量％超が除去
されるまで、この温度範囲内に維持される。任意選択的な工程では、含浸プロセスによる
修正用添加剤の導入が望ましい場合がある。焼成した前駆成形研磨粒子の孔内に、水溶性
塩を、含浸によって導入することができる。次いで、この前駆成形研磨粒子を、再び予備
焼成する。この選択については、欧州特許出願第２９３，１６３号に詳述されている。
【００７６】
　第７のプロセス工程は、焼成した前駆成形研磨粒子を焼結させて、αアルミナ粒子を形
成する工程を伴う。焼結する前は、焼成した前駆成形研磨粒子は、完全には高密度化され
ていないため、成形研磨粒子として使用するための所望の硬度が欠如している。焼成した
前駆成形研磨粒子を１，０００℃～１，６５０度の温度まで加熱し、実質的に全てのαア
ルミナ一水和物（又は同等のもの）がαアルミナに転換し、気孔率が１５体積％未満に低
減されるまで、それらをこの温度範囲内に維持することによって、焼結が行われるこのレ
ベルの転換を達成するために、焼成した前駆成形研磨粒子をこの焼結温度に曝露しなけれ
ばならない時間の長さは、様々な因子に応じて変化するが、通常は、５秒～４８時間が典
型的である。別の実施形態では、焼結工程の持続時間は、１分～９０分の範囲である。焼
結の後、傾斜側壁を備える成形研磨粒子は、１０ＧＰａ、１６ＧＰａ、１８ＧＰａ、２０
ＧＰａ以上のＶｉｃｋｅｒｓ硬度を有し得る。
【００７７】
　焼成温度から焼結温度まで材料を急速に加熱する工程、研磨材分散液を遠心分離してス
ラッジ、廃棄物などを除去する工程などの、他の工程を使用して、記載のプロセスを修正
することができる。更にまた、所望により、２つ以上のプロセス工程を組み合わせること
によって、このプロセスを修正することができる。本開示のプロセスの修正に使用できる
従来のプロセス工程は、米国特許第４，３１４，８２７号（Ｌｅｉｔｈｅｉｓｅｒ）に詳
述されている。更には、傾斜側壁を備える成形研磨粒子は、２００８年１２月１７日に出
願され、代理人整理番号６４７９２ＵＳ００２を有する、表題「Ｓｈａｐｅｄ　Ａｂｒａ
ｓｉｖｅ　Ｐａｒｔｉｃｌｅｓ　Ｗｉｔｈ　Ｇｒｏｏｖｅｓ」の、同時係属米国特許出願
第６１／１３８，２６８号に記載されるように、一方の面上に溝を有してもよい。これら
の溝は、成形型からの前駆成形研磨粒子の取り出しを、より容易にさせることが判明して
いる、成形用空洞の底面の複数個の隆起部によって形成される。成形研磨粒子の作製方法
に関する更なる情報は、２００８年１２月１７日に出願され、代理人整理番号６３５１２
ＵＳ００２を有する、表題「Ｍｅｔｈｏｄ　Ｏｆ　Ｍａｋｉｎｇ　Ａｂｒａｓｉｖｅ　Ｓ
ｈａｒｄｓ，Ｓｈａｐｅｄ　Ａｂｒａｓｉｖｅ　Ｐａｒｔｉｃｌｅｓ　Ｗｉｔｈ　Ａｎ　
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Ｏｐｅｎｉｎｇ，Ｏｒ　Ｄｉｓｈ－Ｓｈａｐｅｄ　Ａｂｒａｓｉｖｅ　Ｐａｒｔｉｃｌｅ
ｓ」の、米国特許出願第１２／３３７，００１号に開示されている。
【実施例】
【００７８】
　本開示の目的及び利点を、以下の非限定的な実施例で更に例示する。これらの実施例に
おいて列挙される特定の材料及びその量、並びに他の条件及び詳細は、本開示を過度に制
限しないと解釈されるべきである。特に記載のない限り、実施例及び本明細書の残りの部
分における全ての部、パーセント、及び比率は、重量による。
【００７９】
　ＲＥＯドープした、傾斜側壁を備える成形研磨粒子の調製
　ベーマイトゾル－ゲルのサンプルを、以下の処方を使用して作製した：商標名「ＤＩＳ
ＰＥＲＡＬ」を有する酸化アルミニウム一水和物粉末（１６００部）を、水（２４００部
）及び７０％硝酸水溶液（７２部）を含有する溶液と、１１分間、高剪断混合することに
より分散させた。得られたゾル－ゲルを、コーティングの前に少なくとも１時間、エージ
ングした。このゾル－ゲルを、深さ２８ミル（０．７１ｍｍ）及び各側辺に付き１１０ミ
ル（２．７９ｍｍ）の三角形形状の成形用空洞を有する、生産用具内に押し入れた。成形
型の側壁と底部との間の抜き勾配角αは、各生産用具に関して異なるものとした。抜き勾
配角αは、第１用具に関しては９０度、第２用具に関しては９８度、第３用具に関しては
１２０度、及び最後の用具に関しては１３５度とした。抜き勾配角９８度の生産用具は、
成形用空洞の５０％が、三角形の一側辺と９０度の角度で交差する、空洞の底面から盛り
上がる８つの平行な隆起部を備えるように製造され、残りの空洞は、平滑な底部成形面を
有していた。上述の代理人整理番号６４７９２ＵＳ００２の特許出願に記載されるように
、平行な隆起部は、０．２７７ｍｍ毎に間隔が置かれ、隆起部の断面は、高さ０．０１２
７ｍｍ、及び先端部での各隆起部の側辺間の角度４５度を有する、三角形であった。ゾル
－ゲルを、生産用具の開口部が完全に充填されるように、パテナイフを用いて空洞内に押
し入れた。メタノール中１％のピーナッツオイルの離型剤を使用して生産用具をコーティ
ングし、約０．５ｍｇ／ｉｎ２（０．０７８ｍｇ／ｃｍ２）のピーナッツオイルを生産用
具に適用した。生産用具のシートを、空気対流式オーブン内に４５℃で５分間置くことに
より、余剰のメタノールを除去した。ゾル－ゲルコーティングされた生産用具を、空気対
流式オーブン内に４５℃で少なくとも４５分間置き、乾燥させた。超音波ホーン上を通過
させることにより、前駆成形研磨粒子を生産用具から取り出した。この前駆成形研磨粒子
を、約６５０℃で焼成し、次いで以下の濃度の硝酸混合溶液（酸化物として報告された）
を含浸させた：それぞれ１．８％の、ＭｇＯ、Ｙ２Ｏ３、Ｎｄ２Ｏ３、及びＬａ２Ｏ３。
余剰の硝酸溶液を除去し、開口部を有する飽和前駆成形研磨粒子を乾燥させ、その後、こ
の粒子を再び６５０℃で焼成し、約１４００℃で焼結させた。焼成及び焼結は双方とも、
回転式管状釜を使用して実行した。
【００８０】
　４つの異なる抜き勾配角を有する傾斜側壁を備える成形研磨粒子を作製した後、研磨布
紙ディスクを作製した。傾斜側壁を備える成形研磨粒子を、７／８インチ（２．２ｃｍ）
のセンター穴を有する、直径７インチ（１７．８ｃｍ）の繊維ディスク上に、表１に示す
フェノール系のメイクコート樹脂及びサイズコート樹脂を使用して、静電塗装した。これ
らのフェノール樹脂は、レゾール型フェノール－ホルムアルデヒド樹脂、すなわち１～５
％水酸化カリウムによって触媒される、１．５：１～２．１：１（フェノール：ホルムア
ルデヒド）凝縮物から作製することができる。
【００８１】
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【００８２】
　傾斜側壁を備える成形研磨粒子の研削性能を、以下の手順を使用して、１０４５中炭素
鋼を研削することにより評価した。直径７インチ（１７．８ｃｍ）の評価用研磨ディスク
を、７インチ（１７．８ｃｍ）のリブ付きディスクパッド面板（Ｓｔ．Ｐａｕｌ，Ｍｉｎ
ｎｅｓｏｔａの３Ｍ　Ｃｏｍｐａｎｙより入手した「８０５１４　Ｅｘｔｒａ　Ｈａｒｄ
　Ｒｅｄ」）を装備した回転研削盤に取り付けた。次に、研削盤を稼動させ、０．７５×
０．７５インチ（１．９×１．９ｃｍ）の予め計量した１０４５棒鋼の末端面を、１２ポ
ンド（５．４ｋｇ）の荷重下で押し付けた。この荷重下で、このワークピースを押し付け
て得られる、研削盤の回転速度を、５０００ｒｐｍとした。ワークピースを、これらの条
件下で、合計５０回にわたる１０秒研削間隔（パス）で研磨した。各１０秒間隔の後、ワ
ークピースを室温まで冷却させ、計量して、研磨作業による切削量を測定した。試験結果
は、各間隔に関する増分切削量、及び除去された総切削量として報告した。所望により、
好適な設備を用いて試験を自動化することができる。
【００８３】
　図６及び図７を参照すると、切削率対時間、及び総切削量対時間がプロットされている
。示されるように、９０度を超える抜き勾配角を備えた傾斜側壁を有する成形研磨粒子は
、９０度の抜き勾配角を有する同等の成形研磨粒子よりも、性能が有意に優れていた。抜
き勾配角が１３５度に近づくにつれて、傾斜側壁を備える成形研磨粒子の性能は、急速に
悪化し始める。１３５度の抜き勾配角を有する成形研磨粒子を、９８度の抜き勾配角を有
する成形研磨粒子と比較した場合、初期の切削率は同等であったが、総切削量は有意に低
減した。１２０度の抜き勾配角を有する成形研磨粒子は、９８度の抜き勾配角を有する成
形研磨粒子のブレンド（溝あり、及び溝なし）と比べ、約２０％の初期切削の改善、及び
ほぼ同じ総切削量を有していたが、これは予想外であった。更に驚くべきことに、９０度
から９８度への、わずか８度の抜き勾配角の変化を有する成形研磨粒子は、飛躍的に性能
が向上した。初期切削率は、ほぼ２倍であり、全試験持続時間の間、その切削率は比較的
一定に維持された。より一貫性のあるこの切削率は、上述の代理人整理番号６４７９２Ｕ
Ｓ００２の係属特許出願に記載されるような、溝を有する成形研磨粒子５０％と溝を有さ
ない成形研磨粒子５０％とのブレンドを使用した結果であると考えられる。
【００８４】
　当業者は、より具体的に添付の請求項に記載した本開示の趣旨及び範囲から逸脱せずに
、本開示への他の修正及び変更を行うことが可能である。様々な実施形態の態様は、様々
な実施形態の他の形態と、全体的に若しくは部分的に互換可能、又は組み合わせ可能であ
ることが理解される。特許状への上記の出願の中で引用されている全ての参照、特許、又
は特許出願は、一貫した方法で、その全体が参考として本明細書に組み込まれる。これら
の組み込まれた参照部分と本明細書との間に不一致又は矛盾がある場合、先行する記述の
情報が優先するものとする。当業者が請求項の開示を実行することを可能にするために与
えられた先行する記述は、本請求項及びそれと等しい全てのものによって定義される本開
示の範囲を限定するものと解釈されるべきではない。
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